
【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 総合支所企画推進事業（保原総合支所） 担当課 総務部保原総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2275
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成25年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 その他

一般会計 2 1 8 総合支所企画推進事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

新しい地域づくり事業等に対し、総合支所が機動的に支援す
ることによって、地域課題の解決を図り、地域の将来を創造
していくための事業

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

市民や自治組織、町内会等が地域の課題解決のために自らまちづくりに参加するように支援する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民や自治組織、町内会
等

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 地域課題改善数 件
目標値 1 2 3 3 4 4
実績値 1 1 2 0

アウトプット指標 地域課題取上げ件数 件
目標値 1 2 3 3 4 5
実績値 1 1 2 0

2,000 2,000 2,000 2,000
実績値 256 182 1,213 1,504
目標値 1,000 1,000

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

令和元年度事業費を増額し対応できる基準を拡大したことにより、総合支所の裁量により対応でき
る案件が増え、地域の課題により機動的に対応できるようになった。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

新しい地域づくり事業等に対し、総合支所が機動的に支援することによって、地域課題の解決を図り、地域の将
来を創造していくための事業

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
赤坂の里森林公園の管理棟オープン記念イベントを行った。
各交流館や市有財産の適正な維持管理に努めた。

活動指標 予算執行額 千円

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 256 182 1,213 1,504
その他 千円 0 0

2,000 2,000
事業費計 千円 256 182 1,213 1,504 2,000 2,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成24年度に各総合支所長から要望があり、平成25年度から事業費を100万円を限度として予算化
された。令和元年度に事業を見直し①対外的な支出（新しい地域づくり事業）②支所戦略事業（地
域課題解決）③応急修繕支出（緊急修繕）に対応できるよう予算額を200万円に増額した

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2275
事務事業

名
総合支所企画推進事業（保原総合支所）

所属
課

総務部保原総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

ＮＰＯ法人や振興公社、地域自治組織と連携し、地域づくりの課
題に継続的に取り組む。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
赤坂の里森林公園や各交流館、市有財産の適正な維持管理に努め、その応急的な修繕を行った。

課　　題 新たな地域づくりの取り組みを支援する課題の掘り起こし。

対　　策 ＮＰＯ法人や振興公社、地域自治組織と連携し、地域づくりの課題に継続的に取り組む。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

2,798 2,798
事業費計 千円 3,557 3,497 3,397 1,593 2,798 2,798

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

児童福祉諸費、商工業振興事業費、観光物産振興事業費、男女共同参画社会推進費、公民館事業
費、町内会活動支援費としてそれぞれの要綱によって行われていた事業を、平成19年に伊達市地域
づくり支援事業交付金交付要綱にまとめて、交付金を交付し支援を行うようになった。

根拠法令・要綱等
伊達市地域づくり支援事業交付金交付
要綱・伊達市補助金等の交付等に関す
る規則

関連する個別計画

一般財源 千円 3,557 3,497 3,397 1,593
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

10団体に対して地域づくり交付金を交付しました。交付対象事業は、地域商店街活性化のために開
催するイベント、地区町内会における環境美化や青少年健全育成事業、地区女性団体活動などに対
して行ってきました。それぞれ地域活性化・環境美化及び団体活動など地域の市民交流・活性化に
繋がっています。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

地域活動団体を支援するため。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
コロナ禍で中止となった、各種お祭り等イベントを除き、各種団体に活動支援を行い、地域づくりと活性化を
図った。

活動指標 交付金交付額 円

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値 3,557 3,497 3,000 1,593
目標値 3,557 3,697

3
実績値 0 0 0 0

3,497 2,798 2,798 2,798

アウトプット指標 交付金申請相談件数(新規) 件
目標値 3 3 3 3 3

04年度

アウトカム指標 交付件数 件
目標値 16 16 16 16 16 16
実績値 14 15 14 10

地域の活性化を図る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

住民参画や地域間交流の推進、地域将来像の創造等新たな市民ニーズに対応することを支援する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

地域
地域づくり活動を実施す
る団体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成１８年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 保原地域づくり支援事業 担当課 総務部保原総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2557
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

中止となったイベントもあったが、コロナ禍収束に向けて、支援
を継続していく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

コロナ禍によりお祭り等イベントは中止となったが、それ以外の各種団体は継続的に支援することができ
た。

課　　題 コロナ禍により、各種イベントが中止となり活動が停滞した。

対　　策 コロナ禍収束により、各種イベントが復活し活動が活発化していくよう継続して支援していく。

事務事業
ID

2557
事務事業

名
保原地域づくり支援事業

所属
課

総務部保原総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 だて婚活支援事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2002
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 協働推進係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成23年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 その他

一般会計 2 1 8 企画諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

少子化対策として結婚に関する取組みや活動を支援し、独身
男女の出会いの場の創出と交流を促進する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

婚活支援に関する取組み（結婚活動を行う独身男女に出会いの場を提供する事業又は結婚を推進する
ための事業）を行う団体に対する補助や委託等により婚活支援を行う。また、市ホームページ等で婚
活に係る各種情報提供を行う。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

伊達市内の独身男女

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

イベント等への参加者 人
目標値 50 50 50 20 30 30
実績値 20 61 24 33

イベントの実施回数 回
目標値 4 4 4 1 2 2
実績値 2 4 2 1

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

平成23年度から令和２年度まで、委託や補助により計37回イベントを実施。延べ1,252人が参加、
89組のカップルが成立した。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

婚活支援に関する取組み（結婚活動を行う独身男女に出会いの場を提供する事業又は結婚を推進するための事
業）を行う団体に対する補助や委託等により婚活支援を行う。また、市ホームページ等で婚活に係る各種情報提
供を行った。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・伊達市婚活イベント情報サイト「伊達のＤ愛」を通じて、婚活イベントの告知を行った。
・業務委託による婚活イベント「伊達の恵みでピザづくり体験　縁結びツアー」を実施した。（参加者33名・
カップル成立数　６組（12名））

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

110
地方債 千円 0 0 0 0 0

0 0 0
一般財源 千円 543 927 275 499
その他 千円 0 0

575 575
事業費計 千円 543 927 275 499 685 575

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

伊達市の未婚率(国勢調査による25歳から34歳の未婚者数/25歳から34歳の人口）は、平成12年の
47.8％から平成17年49.7％、平成22年は52.1％、平成27年は55.8％と年々上昇している。出会いの
機会がない独身男女が増加しているため。

根拠法令・要綱等 伊達市婚活支援事業補助金交付要綱 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2002
事務事業

名
だて婚活支援事業

所属
課

市民生活部市民協働課

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

婚活イベントを実施する民間団体への補助金制度や市主催に
よる独身男女のスキルアップを目的とした婚活セミナーを通じ
て、民間団体との連携を図り、結婚を希望する独身男女に対し
て官民が連携した支援を行う。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

業務委託による婚活イベントにおいて、参加者は33名（男性15名・女性18名）となり、当初の目標値を大き
く上回った。
また、カップル成立数は６組となり、参加者数の３分の１を上回る12名がカップル成立した。

課　　題
・イベント等を通じてのカップル成立以降の状況を把握することが困難である。
・婚活イベントを開催する民間団体等が減少傾向にある。

対　　策

・だて婚活支援事業を通じてカップルが成立したイベント参加者への支援制度等を検討する。
・婚活イベントを開催する民間団体に対して補助金制度を再設するだけでなく、結婚を希望する独身男女
のスキルアップを目的とした婚活セミナーを市主催で開催し、セミナー参加者に民間団体主催のイベント
への参加を積極的に呼びかける等官民が連携して事業を行うことにより、事業効果を高めていく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

4,256 4,256
事業費計 千円 5,126 5,189 5,340 4,743 4,256 4,256

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

2008年10月に伊達市協働のまちづくり推進市民会議が設置され、2009年4月の中間報告で「市民活
動支援センターの設置が必要」と明記された。さらに、2010年3月には「伊達市協働のまちづくり
指針」が策定され、同年6月に「伊達市市民活動支援センター開設準備委員会」が設置された。
2011年3月11日の東日本大震災を経て2011年11月に伊達市市民活動支援センターが開設された。

根拠法令・要綱等 伊達市市民活動支援センター設置要綱 関連する個別計画

一般財源 千円 5,126 5,189 5,340 4,743
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

地域自治組織、ＮＰＯ、ボランティア団体及び個人などの市民活動の推進及び拠点施設として、市
民活動が活発になるよう中間支援組織として多様な活動主体を支援している。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　市民活動や協働のまちづくりのプラットホーム（結節点）として、諸団体とのネットワークの核となり市民活
動の推進を行う。
　主に、ＮＰＯ法人設立支援や新しい地域自治組織の設立支援などを業務とする。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
 市民活動や協働のまちづくりのプラットホームとして、地域自治組織、NPOや市民活動団体への支援を実施。運
営業務は伊達市民活動支援協議会に委託。
 令和２年度は、主に各地域自治組織の会計手続き支援や新規ＮＰＯ法人の設立支援等を行った。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

アウトプット指標
市民活動支援センター利用・相
談件数

件
目標値 150 150 150 120 150 150
実績値 295 213 149 107

まちづくりの新たな担い手として育成し、市民と行政が良好
なパートナーとして地域の公共的課題の解決を図る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政主導だけでなく、市民自らが積極的に協働の取り組みに参加する体制となっている。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

NPO法人・ボランティア
団体・市民活動団体等

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

13 市民協働諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 協働推進係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成23年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 全部委託

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 市民活動支援センター事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1953
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

令和３年４月12日より梁川総合支所庁舎へ移転を行い、利用者
の利便性向上を図る。
市政だよりや市ＨＰを用いて市民からの認知度の向上を図る。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

地域自治組織の立ち上げ支援は概ね完了し、現在は、地域自治組織の会計処理やＮＰＯ法人の実施報
告の作成支援などが主な業務となっている。地域づくり活動等への踏み込んだ支援が相対的に少ない。

課　　題
より一層、市民による具体的な地域活動等をサポートしていく必要があるが、設置場所がわかりにくく、市
民（団体）からの認知度が低い。

対　　策
多くの市民（団体）がわかりやすく利用しやすい施設とするため、令和３年４月12日より、伊達ふれあいセン
ターから梁川総合支所庁舎３階に移転する。

事務事業
ID

1953
事務事業

名
市民活動支援センター事業

所属
課

市民生活部市民協働課



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 男女共同参画推進事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1089
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 協働推進係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 13 男女共同参画社会推進費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

市民が職場、家庭、地域社会で、性別による固定的な役割意
識を解消し、個性と能力を発揮できる。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

あらゆる分野において男女が対等な構成員として参画している。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民、各種審議会委員、
職員

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

（成果）市における審議会等の
女性委員の割合

％
目標値 30 30 30 20 25 30
実績値 17.8 17.9 18.0 18.6
目標値
実績値

実績値
目標値

伊達市男女共同参画プラン

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

平成28年３月17日に「伊達市男女共同参画推進条例」成立。
平成23年２月に策定した伊達市男女共同参画プランを平成30年度に改定した。
令和元年９月に実施した伊達市男女共同参画企業実態アンケート調査の結果では、男女の処遇の差
がないよう努めている事業所が多く見られるものの、育児休業を取得している男性が０％だった
り、女性の管理職が少ない等の状態が見られる。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

・男女共同参画社会の形成を推進するための事業。
・男女共同参画に関する正しい認識と理解の定着に努める。
・性別による固定的な役割分担意識を解消することにより、社会のあらゆる分野における男女共同参画の推進を
図る。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・男女共同参画推進庁内委員会を開催し、各課における男女共同参画プランに基づく取り組みの実施状況につい
て取りまとめ、ホームページに掲載。
・条例に基づき「伊達市男女共同参画審議会」を設置。第２次伊達市男女共同参画プランの進捗について審議を
行った。
・市職員を対象に男女共同参画に関する職員アンケート調査を実施。
・広報誌への特集記事掲載や、男女共同参画講演会を開催し、市民等を対象に啓発活動を実施。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 106 33 134 62
その他 千円 0 0

174 478
事業費計 千円 106 33 134 62 174 478

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成11年「男女共同参画社会基本法」が成立。少子高齢化が進行する中、男女がともにその個性や
能力を活かせる社会を実現するが今後の地域経営のポイントと考えられる。

根拠法令・要綱等 伊達市男女共同参画推進条例 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

1089
事務事業

名
男女共同参画推進事業

所属
課

市民生活部市民協働課

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

第２次伊達市男女共同参画プランの実施及び推進を引き続き
進めながら、男女共同参画に関する啓発活動や講演会等の実
施により、本市の男女共同参画社会を推進していく。
また、市民アンケートを実施し、市の男女共同参画の進捗状況
を洗い出し、第２次伊達市男女共同参画プランの改定作業を進
めていく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

男女共同参画推進条例、第２次男女共同参画プランを策定し、講演会をはじめ、啓発活動を行っている
が、未だに固定的性別役割意識が残っており、地域社会における女性の進出も進んでいない状況にあ
る。
また、市の審議会等の女性委員の割合が、令和4年度までに目標値である30％の達成が困難な状況と
なっており、女性の参画拡大が急務である。

課　　題

女性の活躍促進には、男性が家庭に積極的に参画することが必須であるため、ワークライフバランスの推
進や、家事育児の参画促進が必要である。
また、市の審議会等における女性委員の登用促進を各課に強く呼びかけ、市政に女性の意見を反映でき
る環境づくりが必要である。

対　　策

・市職員向けの研修開催を検討し、庁内における男女共同参画意識の醸成を図る。
・男女共同参画に対する理解を深めるため、講演会の開催等、学習機会の充実を図る。
・男女共同参画意識の定着を図ることができるよう、広報誌や市ホームページを通じて啓発活動や情報提
供を行う。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 ふるさと納税事務 担当課 産業部商工観光課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2501
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 観光物産係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 H20 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 一部委託

一般会計 2 1 1 総務一般管理費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

伊達市の特産品をPRし、本市への寄付額を増やす。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

伊達市の魅力ある返礼品を準備し、本市への寄附（ふるさと納税）件数の増加＝伊達市関係人口の獲
得する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

全国のふるさと納税者

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 ふるさと納税件数 件
目標値 300 1,100 2,000 4,000 6,000 11,000
実績値 1,013 785 1,777 18,060

ふるさと納税額 千円
目標値 15,000 20,000 30,000 100,000 200,000 350,000
実績値 20,240 14,539 23,171 268,482

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

先行予約や定期便など、今までにない取組を実施した結果、桃を中心とした農産物への寄附申込が
急激に増え、昨年度よりも件数と寄附額が大幅に増加。
新たな返礼品の開拓を行った。（新規返礼品掲載数136品目）
【R2年度】　■寄附件数　　 18,060件（前年比約10倍）
　　　　　　■寄附金額　268,482千円（前年比約11倍）

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　伊達市の特産品等を全国に発信するため、ふるさと納税返礼品の魅力を高めていく。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
R2年5月より一括業務委託事業者を「サイネックス」から「インサイト」へ切替。
「ふるさとチョイス」及び「楽天ふるさと納税」の既存ポータルサイト画面リニューアルを実施。
新たなポータルサイト「ふるなび」への掲載を開始。

ふるさと納税事務一括業務委託（業務委託費　67,487千円）　※返礼品代金・送料込み
各種手数料（クレジット決済手数料、各ポータルサイト利用手数料　22,032千円）
パンフレット作成・配布（道の駅などの観光拠点、近隣イベント出展ほか）

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 7,225 6,271 8,060 90,108
その他 千円 0 0

123,616 123,616
事業費計 千円 7,225 6,271 8,060 90,108 123,616 123,616

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成20年度、ふるさと納税制度（国策）による寄附制度開始

根拠法令・要綱等 地方税法 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2501
事務事業

名
ふるさと納税事務

所属
課

産業部商工観光課

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

ふるさと納税制度については、市内産品を広く全国にPRする機
会であり、コロナ禍における販路拡大、地元生産者や事業者の
生産意欲の向上につながる重要な取り組みの一つとなってい
る。
今後「体験型」や「サービス提供型」の返礼品目を増やし、全国
へ「伊達市」のＰＲを実施することで地域経済活性化を図ってい
く。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

伊達市の特産品等を返礼品として更に追加し、全国へのＰＲができている。
特に桃を中心とした農産物が圧倒的に支持されており、桃の産地としのブランディング成果が顕著になっ
ている。

課　　題
・天候等により農産物の出来が左右される。加工品等の返礼品を増やす必要がある。
・リピーターの獲得、寄附者とのつながりを強化する必要がある。

対　　策

・６次化商品、複数事業者が連携したセット商品など、農産物以外の産品ＰＲの強化。
・交流人口及び関係人口拡大のため、寄附者が実際に本市を訪れるきっかけとなるよう「体験型」、「サー
ビス提供型」返礼品を拡充していく。
・ＳＮＳ情報発信などにより、寄附者とのつながりを持つ機会を増やしていく。
・寄附者に対して、寄附金の使い道を分かりやすく公開していく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 伊達地域づくり支援事業 担当課 総務部伊達総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2555
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成１８年 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1 17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

地域づくりや文化伝承活動を推進しようとする団体に補助金
を交付るすることで地域振興コミュニテイの活性化を図る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

地域づくり団体に補助金を交付することで、地域振興コミュニテイの活性化が図れている。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

地域づくりを行う団体、
町内会

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

活動指標 地域づくり実施団体数
目標値 41 37 35 35 35 35
実績値 27 28 31 16
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

補助金を活用し、地域づくりや文化活動を推進するため、活動を展開している。
令和２年度はコロナ過の影響もあり、活動団体が減少した。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

地域の課題解決や活性化を行うための事業、伝統文化を継承するための活動等に対して、町内会連合会及び単位
町内会、保存継承団体等に対し、団体からの申請に基づいて交付金を交付し、地域づくり活動を支援している。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
町内会連合会　２団体
単位町内会　　１０団体
ふるさとまつり推進団体１団体
地域団体３団体

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 2,794 2,841 3,368 1,673
その他 千円 0 0

2,694 2,694
事業費計 千円 2,794 2,841 3,368 1,673 2,694 2,694

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成１８年度以降地域づくり推進の支援をするため

根拠法令・要綱等
伊達市地域づくり支援事業交付金交付
要綱

関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2555
事務事業

名
伊達地域づくり支援事業

所属
課

総務部伊達総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

補助金の額が減額しつつも対象事業を継続して住民の地域活
動を支援していく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

令和２年度はコロナ過の影響もあり、活動団体は減少した。地域づくりや文化伝承活動を推進しようとする
団体に補助金を交付るすることで地域振興コミュニテイの活性化が図られている。

課　　題 まちづくりの取り組み意識が各町内会により開きがある。

対　　策
住民のまちづくりへの取り組みを継続して支援する。
会議等で地域まちづくりの事例を紹介し意識の向上を図る。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 伊達地域まちづくり活性化事業 担当課 総務部伊達総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2442
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 全部委託

一般会計 2 1 8 企画諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

健幸に満ちた誇れる地域を目指し、官民連携のもと活力と賑
わいのある地域づくりを推進する

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

伊達地域まちづくり活性化事業基本計画に基づき同基本設計を策定。優先課題解決のための実効性の
ある施策を明確にしたうえで、まちづくり会社を含めた官民連携のもと、地域の抱える諸問題解決に
取り組んでいく。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

新市建設計画伊達地域ま
ちづくり活性化事業及び
まちづくり会社

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

官民連携活性化運営事業数 回
目標値 10 10 10 10 10 10
実績値 10 10 10 10
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

平成28年度に伊達地域まちづくり活性化事業基本計画を策定し、伊達地域の課題を抽出・整理を行
い、平成29年度においては、優先的に整備を必要とする施策実現のための基本設計を策定する。ま
た、まちづくり会社（一般社団法人まちづくり伊達）による主体的な取り組みを支援し、特に、上
記施策のソフト面における中央商店街一帯の活性化に向けた実効ある取り組みの推進及びまちなか
社会実験事業等をを展開していくこととしている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

伊達地域まちづくり活性化事業基本計画に基づき同基本設計を策定。優先課題解決のための実効性のある施策を
明確にしたうえで、まちづくり会社を含めた官民連携のもと、地域の抱える諸問題解決に取り組んでいく。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・伊達地域まちづくり活性化事業業務委託（業務委託料 19,998千円）

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 40,480
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

地方債 千円 0 0 4,900 0 80,900 28,500
338 0

一般財源 千円 23,521 22,155 19,998 19,998
その他 千円 0 0

27,620 1,500
事業費計 千円 23,521 22,155 25,236 19,998 149,000 30,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

新市建設計画による「伊達地域まちづくり活性化事業」として平成24年度より取り組んでおり、現在基本計画
を策定し今後の具体的な施策等に反映させるための協議を進めている。また、新たな取り組みである「伊達な
地域創生戦略」としてまちづくり会社を平成28年度に設立し、今後、中央商店街の賑わい創出等のための具体
的な活動について官民連携のもとに展開していくこととしている。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2442
事務事業

名
伊達地域まちづくり活性化事業

所属
課

総務部伊達総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

まちなか原っぱ整備事業（仮称）ママノマ新築整備
伊達商店街公共空地用地用地取得及び駐車場整備

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

　当初の目的達成のために、ハード面での具体的な取り組みに着手しており、その成果が期待される。今
後、新たなまちづくり及び賑わい創出のためのソフト事業をいかに関連付けて進めるか、まちづくり伊達の
マネジメント役を機能させていく。

課　　題
　上記と同様、中央商店街一帯を３つのゾーンに分け、それぞれ重要な役割を担う整備事業を進めていく
が、用地の取得時期となっている。

対　　策
　行政が積極的に関わりながらも、まちづくり伊達の地域において果たすべき役割や、傘下の運営団体の
育成、収益事業への拡大を模索し、自立に向けた取り組みを進める必要がある。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

2,000 2,000
事業費計 千円 600 0 1,109 1,264 2,000 2,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

　従来の固定化した地域づくり事業にとらわれず、新たな事業対応の際に各総合支所が機動的に対
応できるよう臨機応変に対応できる予算計上。

根拠法令・要綱等
伊達市補助金交付要綱及び企画推進事
業地域活動支援交付金要綱

関連する個別計画

一般財源 千円 600 0 1,109 1,264
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

　新しいまちづくり及び地域の再生に向けた住民団体の取組みにより、ＮＰＯ団体としての組織化
がなされたこともあり、顕著な事例としてこのような新たな取り組み等を支援する考えである。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　固定化した地域づくり事業のみに捉われることなく、新しい地域づくり事業等に対し、各総合支所が機動的に
支援することによって、地域課題の解決を図り、将来を創造していくための事業。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
各交流館や福祉センター等の維持管理につとめた。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

自主活動団体 団体
目標値 2 2 3 3 3 3
実績値 1 0 2 0

　自主的な取り組みにおいて、他からの支援が受けれない住
民団体等に対する活動支援

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

　今後の継続的な活動につながるような取組みとなるよう指導する

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

地域住民及び団体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

8 総合支所企画推進事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 総合支所企画推進事業（伊達総合支所） 担当課 総務部伊達総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2268
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
補助金交付要綱の対象事業について、地域づくりに関わる住
民団体等新規事業に支援を継続する

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

　令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、事業実施団体は０件であった。補助金交付要綱
枠の対象事業については、今後この制度のＰＲを含め地域づくりに関わる住民団体等の要望や関連する
ような動きに対し、状況を客観的に把握のうえ成果が期待されるものか否かを見定める必要がある。

課　　題
　事業申請にあたり、自己資金が必要となることから、資金の持ち出し分に対し成果による還元がなされる
よう助言指導が必要である。

対　　策
　翌年時においても自立して継続可能となるような、事業内容の精査と実績が実るよう、市としても事業の
推移を見守ることが必要である。

事務事業
ID

2268
事務事業

名
総合支所企画推進事業（伊達総合支所）

所属
課

総務部伊達総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

3,975 3,975
事業費計 千円 4,096 3,695 3,925 2,985 3,975 3,975

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

　児童福祉諸費、商工業振興事業費、観光物産振興事業費、男女共同参画社会推進費、公民館事業
費、町内会活動支援費としてそれぞれの要綱によって行われていた事業を、平成19年に伊達市地域
づくり支援事業交付金交付要綱にまとめて、交付金を交付し支援を行うようになった。

根拠法令・要綱等
伊達市地域づくり支援事業交付金交付
要綱・伊達市補助金等の交付等に関す
る規則

関連する個別計画

一般財源 千円 4,096 3,695 3,925 2,985
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

13団体に対し交付金を交付。地域の祭り、環境整備・保全、女性・高齢者等団体に対し工夫するこ
とによって市民の交流や活性化につながった。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

月舘管内に於いて地域づくりを目的として実施する各種団体に対し交付金等を交付する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
各種「おはなし会」及び小学校での読み聞かせ活動　30,000円、ぼっこカフェ運営活動事業　120,000円、古屋ノ
入東ひがん桜保全事業　193,000円、交流サロンかがやき高齢者支援事業　100,000円、月舘地域づくりカレン
ダー作成事業　360,000円、「月舘ひろせサロン」歩けるまちづくり事業　50,000円、糠田あじさい小径まつり事
業　150,000円、婦人会活動事業　100,000円、やまゆり花舞四季会社運営支援事業　510,000円、つきだて小手姫
の里まつり協議会事業　700,000円、モノ作りびとフェア開催事業　452,000円、老人作品展事業　20,000円、御
幸山テレビ塔周辺森林伐採事業　200,000円

交付金を交付

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

活動団体数
目標値 13 13 13 13 13 13
実績値 13 13 14 13

月舘の地域づくりが活発に行われる。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

市民が活動に参加できる状況をつくる。
地域づくり活動リーダーを育成支援。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

地域づくり団体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成18年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 月舘地域づくり支援事業 担当課 総務部月舘総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2559
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

交付要綱に従い、希望する団体に対して交付額が妥当か検討
して交付していく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
地域の祭り、女性や高齢者団体等が交付金を活用して、地域づくりや交流の活性化に役立てられている。

課　　題 活動に熱心な地域と関心が無い地域とで、温度差がある。

対　　策
地域の環境整備などは、特定団体に偏りがないよう、同一事業に対して３年以内の交付ということにして
いる。

事務事業
ID

2559
事務事業

名
月舘地域づくり支援事業

所属
課

総務部月舘総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 総合支所企画推進事業（月舘総合支所） 担当課 総務部月舘総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2277
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 8 総合支所企画推進事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

地域の特性や魅力あるまちづくりに主体的に取り組む。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

自治組織、市民団体の育成支援と新たなまちづくりグループの設立支援。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民、自治組織、市民団
体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

新たな地域づくり活動団体数 団体
目標値 3 3 3 3 3 3
実績値 2 1 2 2
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

地域づくり活動団体が月舘地域各地区設立されている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

市民協働による地域課題の課題解決、新たな地域づくり事業の展開に対して、市がその意向を十分に協議、財政
支援し地域住民とともに実施する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
地域活動団体への補助
市有施設の維持管理、修繕

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 646 436 1,867 1,477
その他 千円 0 0

2,000 2,000
事業費計 千円 646 436 1,867 1,477 2,000 2,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成25年度より地域の特性生かしたまちづくりのため新設

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2277
事務事業

名
総合支所企画推進事業（月舘総合支所）

所属
課

総務部月舘総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

新しい地域づくり事業者等に対し、総合支所が機動的に支援し
て行く。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
定年後等に活動する場を創設し、地域を巻き込んだ団体として活発になってきている。

課　　題
補助については新規事業に限られているため、1回のみでは単発に終わる可能性が大きい。新規団体を
育成するためには補助期間3年程度は必要ではないかと思われる。

対　　策 地域で取り組まなければならない課題に対して取り掛かる契機とする。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 梁川地域づくり支援事業 担当課 総務部梁川総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2556
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1 17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

地域づくり団体が地域の特性を活かしながら、地域づくり事
業やイベント事業、伝統文化伝承事業を推進する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

地域・団体の個性や特性を生かし、地域コミュニティーの活性化及び醸成を図りながら、事業を行っ
ている。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

梁川総合支所管内の地域
づくり団体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 交付金交付事業数
目標値 5 5 6 6 6 6
実績値 5 5 4 3
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

イベントについては特定団体（実行委員会）に対しての交付が続いているが、実行委員会は旧梁川
町の商工業事業者などで構成され、会員数が減少する中にあっても精力的に取り組んでいる。イベ
ントは地域全体に及んでおり、梁川地域の夏の風物詩として定着しているため交付は必要である。
また、各自治組織や旧梁川町内会からも地域の実情や規模に応じた相談があり、生活圏での課題解
決のための支援や交付は必要である。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

伊達市地域づくり支援事業交付金交付要綱に基づき、創意工夫を凝らしながら地域における諸問題に対処し、住
民参画や地域間交流の推進、地域将来像の創造等の新たな住民ニーズに対応することを支援するための事業。
　事業実施する団体に対し交付金として交付する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・やながわふる里まつり　　　　　　　　　　　　１，７７６千円
　「感染終息祈願」花火
　「早期復興祈願」花火
・笠石地内「自然と触れ合う里山整備事業」　　　　　８００千円
・新しい生活様式に対応した交流促進と情報発信事業　２０５千円
・ほか４件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２４千円

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0
国庫支出金 千円 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 3,740 4,193 3,105
その他 千円 0

3,790 3,790
事業費計 千円 3,740 4,193 3,105 3,790 3,790

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

地域の諸課題に対して創意工夫を凝らす団体、住民参画や地域間交流を行う事業に対して交付金を
交付することにより新たな住民ニーズに対応するため。

根拠法令・要綱等
伊達市地域づくり支援事業交付金交付
要綱

関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2556
事務事業

名
梁川地域づくり支援事業

所属
課

総務部梁川総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

梁川総合支所管内の多くの団体が、さまざまな市民活動に主
体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推進
するためには、事業を継続する必要がある。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

　新型コロナウィルス感染拡大により事業の実施が困難な状況にあったが、創意工夫を凝らし地域の賑わ
い創出と活性化、生活圏での絆の広がりを趣旨とした事業は高く評価できる。
・やながわふる里まつり事業
・笠石地内「自然と触れ合う里山整備事業」
・新しい生活様式に対応した交流推進と情報発信事業

課　　題 新型コロナウィルス感染拡大により、あらゆる活動が自粛を余儀なくされている。

対　　策
新型コロナウィルス感染拡大防止対策を徹底し、広報誌の発行による自治組織内での情報共有を図るな
ど工夫を凝らした活動を支援し、コミュニケーションの維持に努める。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 総合支所企画推進事業（梁川総合支所） 担当課 総務部梁川総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2274
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1 8 総合支所企画推進事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

行政区、地域自治組織及び地域づくり団体が地域の特性を活
かしながら、新たな地域づくり事業を展開する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政区、地域自治組織及び地域づくり団体が地域の特性を活かしながら、新たな地域づくり事業を
行っている。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

梁川総合支所管内の行政
区、自治組織及び地域づ
くり団体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 企画数(地域活動支援事業分） 個
目標値 2 3 4 4 6 6
実績値 1 3 4 1
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

これまでは、「梁川歴史と文化のまちづくり整備事業」関連事業に補助金を交付してきたが、令和
元年度からは、新たな地域づくり事業等の地域活動を実施する団体に対しても交付金を交付した。
また、市民活動に影響がある市有建物の修繕等にも機動的に対応した。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

・事業目的
　固定化した地域づくり事業のみに捉われることなく、新しい地域づくり事業等に対し、各総合支所が機動的に
支援することによって、地域課題の解決を図り、地域の将来を創造していくための事業。
　地域活動支援のため補助金として交付する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
住民や地域活動団体等が新たに地域づくり関連事業等を支援する事業・・１事業
市有財産の緊急的な修理・改善・・９箇所

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

地方債 千円 0 0 0 0
0 0

一般財源 千円 240 598 1,543 1,194
その他 千円 0 0

2,000 2,000
事業費計 千円 240 598 1,543 1,194 2,000 2,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成25年度より地域の特性を生かしたまちづくりのため新設された。

根拠法令・要綱等
伊達市総合支所企画推進事業地域活動
支援交付金交付要綱

関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2274
事務事業

名
総合支所企画推進事業（梁川総合支所）

所属
課

総務部梁川総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

地域の特性を生かしたまちづくりを推進するため、地域の実情
を各種団体との交流を積極的に行い、活動を支援できる予算
措置及び体制を充実させる。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

令和2年度はコロナ禍等の影響から１団体への交付だった。新しい地域づくり事業等に対し、機動的に支
援することによって、地域課題の解決を図り、地域の将来を創造していくため必要な事業である。
・猿跳岩周辺環境整備事業

課　　題
事業の内容の周知が不十分である。
地域で新たな事業に取り組む対象団体の把握が困難な状況にある。
新型コロナウィルス感染拡大により、地域での活動が自粛されている。

対　　策
行政区、地域自治組織及び地域づくり団体の情報を集約し、活動を把握することにより財政面・活動面で
支援支援をしていく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

8,505 8,505
事業費計 千円 8,203 8,203 8,234 8,325 8,505 8,505

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

霊山町掛田の市民を中心としたワーキンググループを市主催で15回程度開催し、掛田に必要なものとして提言のあったものをベースにして、歩い
て暮らせる街づくりを目指した健幸都市のモデル地区である霊山町掛田に市民の交流の場と街中の賑わい創出を目的に設置。平成26年10月にオー
プンした。運営については、前述のワーキンググループのメンバーを中心に設立されたＮＰＯ法人りょうぜん楽しもう会に平成26年度業務委託
し、平成27年度からは指定管理者に指名しており、平成30年度からも引き続き指定管理者に指名している。

根拠法令・要綱等
伊達市まちなかサロン条例、伊達市ま
ちなかサロン管理規則

関連する個別計画

一般財源 千円 8,203 8,203 8,234 8,325
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

毎月１～２回、季節に応じたイベントを実施し、伊達マルシェのイベント会場等としても利用さ
れ、気軽に立ち寄れる憩いの場としての認知は定着してきた。ヨッテミ会報の発行や（霊山地域で
回覧）やホームページ、facebookを使った情報発信も継続している。また、地元特産物の販売だけ
でなく、軽食喫茶も行っている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

「掛田まちなかサロン」の指定管理料。
伊達市まちなかサロン条例に謳う下記の事業を実施する。
・市民交流と街中の賑わいに資する事業 ・健康及び地域の情報の提供及び発信に関する事業 ・その他使用者に
対する利便性の向上のために必要に事業

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
令和　３年　３月３１日現在。年間来場者数８，０４２人。
新型コロナウイルスの影響により、計画・実施されたイベントは２９回中、５回のみであった。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値

2,000
実績値 2,000 1,260 1,112 485

アウトカム指標 イベント参加者 人
目標値 3,500 2,100 2,000 2,000 2,000

04年度

アウトカム指標 来場者 人
目標値 22,200 14,000 15,000 15,000 15,000 15,000
実績値 13,251 13,033 12,345 8,042

歩いて掛田まちなかサロンを訪れることで運動不足の解消に
役立てる。
世代間交流の輪に入り、コミュニティの造成に役立てる。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政から言われたからイベントを実施して交流するのではなく、市民でもあるＮＰＯが危機感と問題
意識をもって掛田まちなかサロンを運営し、賑わいを取り戻すために必要な事業を行政との協働によ
り実現していく。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

年齢性別を問わず、日ご
ろ街なかを歩いて交流す
る機会の無い市民。

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

12 地域振興運営事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成26年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 指定管理

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 掛田まちなかサロン運営事業 担当課 総務部霊山総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2385
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容
　ＳＷＣの拠点となる施設であり、今後とも維持管理に努める。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
コロナ禍という異常事態の中、計画された様々な企画が実施に至らなかった状態の中、評価は難しい。

課　　題 以前から課題とされていることであるが、指定管理の管理に関する評価の実施ができなかった。

対　　策 コロナ禍の中、またアフターコロナに向けての地域コミュニティの場の維持する。

事務事業
ID

2385
事務事業

名
掛田まちなかサロン運営事業

所属
課

総務部霊山総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

2,000 2,000
事業費計 千円 100 936 1,778 1,304 2,000 2,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成25年度から、行政区及、地域自治組織、地域づくり団体が新しい地域づくり事業に取り組むこ
とを支援するために補助金を交付することとした。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画

一般財源 千円 100 936 1,778 1,304
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

地域自治組織の組織化を推進していく中で、新しい補助金が求められている。

※令和元年度以降2,000千円を計画しているが、内交付金は700千円（100千円×7団体分）

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　固定化した地域づくり事業のみに捉われることなく、新しい地域づくり事業等に対し、各総合支所が機動的に
支援することによって、地域課題の解決を図り、地域の将来を創造していくための事業。
　地域活動支援のため補助金として交付する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
谷津生き物ランド整備事業（フラワー愛好会「呑気クラブ」）　　　100千円
安全スキル向上と写真撮影スキル向上の推進（霊山道先案内人会）　100千円

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

アウトカム指標
新たな地域づくり事業に取り組
んだ団体数

団体
目標値 8 8 7 7 7 7
実績値 1 6 6 2

行政区、地域自治組織及び地域づくり団体が地域の特性を活
かしながら、新たな地域づくり事業を展開する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政区、地域自治組織及び地域づくり団体が地域の特性を活かしながら、新たな地域づくり事業を
行っている。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

霊山総合支所管内の行政
区、自治組織及び地域づ
くり団体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

8 総合支所企画推進事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成25年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 総合支所企画推進事業（霊山総合支所） 担当課 総務部霊山総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2276
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

引き続き、行政区及、地域自治組織、地域づくり団体が新しい
地域づくり事業に取り組むことを支援するため補助金を交付す
る。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

　平成29年度は1団体、平成30年度は6団体、令和元年度も6団体に補助金を交付した。令和2年度はコロ
ナ禍等の影響から2団体に留まった。将来の地域づくりを考えたとき有効な事業と考えられることから進め
るべき事業と考える。

課　　題

　令和3年度より事業要綱の改正により、各団体の事業への取り組みが容易且つ手厚くなった。今後は事
業への積極的な取り組みが期待できる。
　令和元年度からは総合支所企画推進事業費の見直しもあり、継続的補助は対象外（一度きり）で、1団体
の上限が100千円となることから、より一層の地域づくり事業の創出が課題である。

対　　策
　行政区、地域自治組織及び地域づくり団体が、金銭的な問題で実施できない事業に対して、引き続き支
援を継続していく。

事務事業
ID

2276
事務事業

名
総合支所企画推進事業（霊山総合支所）

所属
課

総務部霊山総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 霊山地域づくり支援事業 担当課 総務部霊山総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2558
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成30年度 ～

基本事業 1 市民協働の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1 17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

地域づくり団体が地域の特性を活かしながら、地域づくり事
業やイベント事業、伝統文化伝承事業を展開する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

地域・団体の個性や特性を生かし、地域コミュニティーの活性化及び醸成を図りながら、事業を行っ
ている。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

市民と行政が良好なパートナーとしてお互いの特性を活かしながら、全ての人がその個性と能力を十
分に発揮することができるよう役割を適切に分担し合い、地域課題の解決に向け共に考え、共に行動
し、より良い地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

霊山総合支所管内の地域
づくり団体

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 事業に取り組んだ団体数 団体
目標値 10 9 8 8 8 8
実績値 10 9 8 4
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

　※h29年度以前は「霊山地域づくり支援事業（一般枠） 地域の個性を活かしたまちづくりの推
進」事業として執行

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　創意工夫を凝らしながら地域における諸問題に対処し、住民参画や地域間交流の推進、地域将来像の創造等の
新たな住民ニーズに対応することを支援するための事業。
　事業実施する団体に対し交付金として交付する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
霊山太鼓の保存・伝承事業（霊山太鼓保存会）171千円
掛田婦人会活動事業（掛田婦人会）54千円
天蚕繭特産品づくりを通じた地域活性化事業（りょうぜん天蚕の会）220千円
徳が森環境整備事業（徳が森環境整備プロジェクトチーム）38千円

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 5,153 4,840 4,745 483
その他 千円 0 0

3,954 3,954
事業費計 千円 5,153 4,840 4,745 483 3,954 3,954

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

合併前からの地域づくり活動を継承し支援している。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2558
事務事業

名
霊山地域づくり支援事業

所属
課

総務部霊山総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

引き続き地域づくり団体が地域の特性を活かしながら、地域づ
くり事業やイベント事業、伝統文化伝承事業に取り組めるよう補
助金を交付する。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

　霊山ならではの特色があり、合併前から地域づくりの活動を支援している事業が多くある。各団体の活
動も活発的であり、地域づくりに欠かせない事業を行っている。

課　　題
　予算については、シーリングにより例年削減している。新規事業で継続的に支援を受けられないかとの
相談もあり、対象事業についても精査が必要である。

対　　策
　今後、補助額の予算が縮小していく中、　意欲的に活動している団体に対して、一方的な補助の打ち切
りは今後の活動に影響が出る可能性もあることから、補助額の段階的な削減等により、理解を示していき
たい。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

15,795 15,795
事業費計 千円 15,292 15,281 15,372 15,320 15,795 15,795

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成18年度に、それまでの班長手当を廃止し町内会が行う地域の活性化を目指した様々な活動の推
進を図ることを目的として創設された。

根拠法令・要綱等 伊達市行政区活動交付金交付要綱 関連する個別計画

一般財源 千円 15,292 15,281 15,372 15,320
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

活動を自主的に行っている町内会とそうでない町内会との差がある。
町内会に加入しない世帯（特にアパート住人や若い世帯）が増えてきている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

町内会活動の活性化と市民協働によるまちづくりを支援するために交付金を交付する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
活動交付金をすべての行政区（町内会）へ交付し、町内会活動を支援した。
コロナウイルス対策により町内会活動が停滞し十分な活動ができなかった。

活動指標 行政区活動交付金 円

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値 15,293 15,281 15,372 15,320
目標値 15,360 15,420

8,070
実績値 7,795 7,787 7,848 7,815

15,420 15,570 15,795 15,795

アウトプット指標 世帯数 世帯
目標値 7,840 7,880 7,880 7,920 8,070

04年度

アウトカム指標 行政区数 件
目標値 120 120 120 123 123 123
実績値 120 120 120 120

地域の課題に主体的に取り組み、自らまちづくりを行う。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

市民や自治組織、町内会が地域の課題解決のために自らまちづくりに参加する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民や自治組織、町内会

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成18年度 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 保原地域行政区活動交付金事業 担当課 総務部保原総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1008
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

町内会が交付金を活用し、自主的な地域活動が展開できるよう
継続して支援していく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

行政区活動交付金は、伊達市行政区活動交付金交付要綱に基づき町内会に活動に必要な交付金を交付
する。
　「我がまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じた、住民の自主
的な地域づくりを進めている。

課　　題 コロナ禍により活動が停滞し、十分な成果が得られていない。

対　　策 今後コロナ禍の収束により活動を活発化していく。

事務事業
ID

1008
事務事業

名
保原地域行政区活動交付金事業

所属
課

総務部保原総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

10,188 10,188
事業費計 千円 11,457 11,451 11,499 9,909 10,188 10,188

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

昭和32年より町政だよりが開始し、昭和33年から町内会長が存在した。

根拠法令・要綱等 伊達市行政推進員設置規則 関連する個別計画

一般財源 千円 11,457 11,451 11,499 9,909
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

町内会長に依頼する事案が多くなっており、行政文書の配布数も増加傾向にある。
※高子駅北団地造成による町内会及び世帯増を計上　宅地造成２０２区画、CCRCは除く。
令和３年度　１２３町内会　8,070世帯

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

行政文書の配布、簡易な調査及び報告、地域の衛生及び環境保全への協力、災害情報の連絡、災害復旧の協力、
社会福祉の推進及び協力の依頼等にかかる行政推進員に対する報償を支給する。
令和2年度より特別非常勤職員から有償ボランティアとなり、1世帯当たりの報償も700円から500円に変更となっ
た。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
町内会の円滑な運営、市民への速やかな広報、統計調査や緑化における協力

活動指標 町内会の数 町内会

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値 120 120 120 120
目標値 120 120

10,183
実績値 11,457 11,451 11,499 9,909

120 123 123 123

アウトプット指標 行政推進員の数報酬 円
目標値 11,488 11,516 11,516 10,113 10,148

04年度

アウトカム指標 行政推進員の数 人
目標値 120 120 120 123 123 123
実績値 120 120 120 120

地域の課題に主体的に取り組み、自らまちづくりを行う。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

市民や自治組織、町内会が地域の課題解決のために自らまちづくりに参加する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

行政推進員

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

13 行政推進員費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成18年度 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 その他

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 行政区運営事業（保原総合支所） 担当課 総務部保原総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2429
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

行政推進員への報酬が主な内容のため、適正な事務処理を行
いながら事業を継続する必要がある。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

この事業は、各町内会長等を伊達市行政推進員設置規則により行政推進員に任命し、市の伝達及び連
絡事項の周知徹底、文書等の配布及び簡易な調査・報告、区域内住民の福祉に関することの職務を行
う。その報酬を執行する。

課　　題 地域の人口減少及び町内会に加入しない市民の対応。

対　　策
行政推進員への報酬が主な内容のため、適正な事務処理を行いながら事業を継続する必要がある。
町内会関係については、色々な課題があると思われるが、市全体的な課題として解決していかなければ
ならない。

事務事業
ID

2429
事務事業

名
行政区運営事業（保原総合支所）

所属
課

総務部保原総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 地域自治組織推進事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1951
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域づくり係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 12 地域振興事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

市民と行政が良好なパートナーとして、お互いの特性を生か
しながら地域課題の解決に向けた事業を推進する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

協働の理念が市民に理解される。
地域自治組織の活動の明確化や地域課題を共有するための地域づくり計画を策定し、主体的な活動を
推進する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

地域が相互の連携と協働
によるまちづくりを推進
するため設立する地域自
治組織（市民、町内会、
各種団体など）

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトプット指標 地域づくり計画の策定（累計） 団体
目標値 28 28 28 10 15 22
実績値 2 3 3 4

アウトプット指標 地域自治組織設立数 団体
目標値 29 29 29 28 28 28
実績値 28 28 28 28

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

　組織のイメージは、おおむね小学校区単位などを範囲とし、人材を幅広く集め、今までよりも広
範囲かつさまざまな分野で活動いただける組織。
　２９エリア中２８地域で地域自治組織設立。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　地域の特徴を生かした地域づくりを推進するため、行政と協働する地域自治組織の形成を推進する。
　前年度に引き続き地区説明会等を行いながら、地域自治組織の基盤づくりを行うとともに、地域での新たな課
題解決に向け事業を実施するための取り組みを図る。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・地域自治組織の課題解決に向けた事業に対する支援
・地域自治組織との意見交換を実施

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

地方債 千円 0 0 0 0
0 0

一般財源 千円 0 68,888 67,977 65,174
その他 千円 0 0

67,680 67,680
事業費計 千円 0 68,888 67,977 65,174 67,680 67,680

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

少子高齢化と人口減少が進行する伊達市において、中山間地域をはじめ既存集落の機能低下が懸念
されることから取り組みが始まった。
地域づくりについては、町内会単位からより大きな単位の組織（人や資源など）で対応するが地域
の課題解決に有効である。

根拠法令・要綱等 伊達市地域自治組織に関する要綱 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

1951
事務事業

名
地域自治組織推進事業

所属
課

市民生活部市民協働課

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

伊達市としての地域自治組織の在り方を明確にするため、引き
続き、地域自治組織等との意見交換を行いながら、方針等を作
成していく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
コロナ禍により、地域自治組織の各種活動にも影響があった。

課　　題 コロナ禍により、地域自治組織の各種活動にも影響があった。

対　　策 感染症対策等を行いながら、できる範囲での活動を進めていく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

8,750 5,000
事業費計 千円 9,459 1,369 10,584 4,589 8,750 5,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

市が町内会等の地域住民の集会の用に供する施設を新築、増改築又は修繕に要する経費の一部を補
助。地域組織の円滑な運営及び集会等を行えるようにする。

根拠法令・要綱等
伊達市集会所建設等事業費補助金交付
要綱

関連する個別計画

一般財源 千円 9,459 1,369 10,584 4,589
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0

0 0

01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

　地域によっては、施設の老朽化が著しく、築５０年以上の古い建物も多い。また、高齢者利用の
増に伴い施設修繕要望件数が増大。特に、高齢者の使用頻度が多いことから、トイレの洋式化やス
ロープ設置等の要望も近年多くなってきている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

・町内会等が地域住民の集会の用に供する施設（集会所）を新築、増改築又は修繕する際に要する経費を要綱に
基づき補助する。
・台風第19号により被害を受けた集会所の災害復旧事業に要する経費を要綱に基づき補助する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・修繕等９件　3,027千円
・災害復旧１件　1,562千円(繰越事業）

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

活動指標
集会所の新築、増改築又は修繕
への補助金交付件数

件
目標値 10 10 10 5 5 5
実績値 5 6 9 10

町内会等組織の円滑な運営及び自治活動等を行うことができ
る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

集会所を安心して利用できる環境を整備する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

町内会等

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

13 集会施設整備事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域づくり係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成18年 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 集会所建設等事業費補助金交付事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1084
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

町内会等が安心して集会施設を利用できるよう、市としても支
援していく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
町内会等の自治活動の拠点となる集会所を安心して利用できる環境を整備することができた。

課　　題
毎年度、市内各町内会等からの修繕要望が増えている。
また、集会施設利用者の高齢化を踏まえ、安心して施設利用ができる環境を整備する必要がある。

対　　策 高齢者が安心して集会施設を利用できるよう、バリアフリーに対する補助も追加した。

事務事業
ID

1084
事務事業

名
集会所建設等事業費補助金交付事業

所属
課

市民生活部市民協働課



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

7,185 7,185
事業費計 千円 6,668 6,729 7,035 6,935 7,185 7,185

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

伊達市合併以降、交付要綱に基づき各町内会に交付金を交付

根拠法令・要綱等 伊達市行政活動交付金交付要綱 関連する個別計画

一般財源 千円 6,668 6,729 7,035 6,935
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

交付金を活用し、自主的な地域活動を展開している。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

各町内会に活動交付金を交付し、自主的な地域活動を促している。
（均等割＠30,000円×34団体、世帯割＠1,500円×3,943戸）

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
34町内会に計6,934,500円の交付金を交付し、それぞれ最大限に活用されている。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

活動指標 交付団体数 件
目標値 33 33 33 34 34 34
実績値 33 33 33 34

地域の活性化に役立つ事業の実施を促す

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

全34町内会に交付金を交付することで地域活性化に役立つ事業が展開されている

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

34町内会

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成１８年度 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 伊達地域行政区活動交付金事業 担当課 総務部伊達総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1116
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

伊達地区では住宅団地の造成が行われ世帯数が増加してい
る。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

「我がまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じた、住民の自主的
な地域づくりを進めている。

課　　題 行政区への活動交付金が主な内容である。

対　　策
地域の活性化に役立つ事業の実施を促す。
適正な事務処理を行いながら事業を継続する必要がある。

事務事業
ID

1116
事務事業

名
伊達地域行政区活動交付金事業

所属
課

総務部伊達総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 行政区運営事業（伊達総合支所） 担当課 総務部伊達総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2427
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成28年度 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 13 行政推進員費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

行政からの伝達及び連絡事項の周知、逆に市民から行政への
意見要望の吸い上げ等をしていただき、行政区の中心となっ
て行政区活動を行う。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政からの伝達及び連絡事項の周知、逆に市民から行政への意見要望の吸い上げ等をしていただき、
行政区の中心となって行政区活動が行われていること。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

各行政推進員（37名）

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

行政推進員数 人
目標値 36 36 36 37 37 37
実績値 36 36 36 37
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

町内会からの要望等が行政推進員・会長をとおして活発に支所に提出されている。
市から町内会へ依頼する事案のボリュームも増えてきている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

行政文書の配布等を含め、市からの情報を市民につなぐ、また市民からの要望を市に提出するといったパイプ役
として活動してもらい、その対価として年２回の報酬を支払っている。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
市民への速やかな広報。
行政推進員会議の開催。
各行政推進員への報酬の支払い。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

地方債 千円 0 0 0 0
0 0

一般財源 千円 4,450 4,479 4,657 3,942
その他 千円 0 0

3,905 3,905
事業費計 千円 4,450 4,479 4,657 3,942 3,905 3,905

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

伊達市合併以降、市民に対する行政情報の周知を能率的に行い、また市民の意向の掌握に努めるこ
とで、市政の円滑な運営及び住民福祉の増進に期すため開始

根拠法令・要綱等 伊達市行政推進員設置規則 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2427
事務事業

名
行政区運営事業（伊達総合支所）

所属
課

総務部伊達総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

行政推進員には行政からの伝達及び連絡事項の周知を毎月1
回実施し、行政区の課題解決に向けた活動に重点を置いてい
く。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

行政からの伝達及び連絡事項の周知、逆に市民から行政への意見要望の吸い上げ等をしていただき、行
政区の中心となって行政区活動が行われている。

課　　題
伊達地域は都市化が進行し集合住宅も増加し、行政区（町内会）に積極的に関係を持たない持ちたくない
住民も多くなってきていることから、地域コミュニティを維持していくことが難しくなっている地域もある。

対　　策
行政推進員への報酬が主な内容のため、適正な事務処理を行いながら事業を継続する必要がある。
町内会関係については、色々な課題があると思われるが、市全体的な課題として解決していかなければ
ならない。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 生き活き集落づくり事業 担当課 総務部地域振興対策室

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2003
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域振興対策係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成22年度 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 12 地域振興諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

地域おこし支援員を配置して、持続可能な活気ある地区とす
ること。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

・地域おこし支援員を希望する人材を集めること。
・希望する地区に地域おこし支援員を配置すること。
・「伊達市ならでは」の課題に取り組む支援員を配置すること

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進すること。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

過疎中山間地域の地区の
住民

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

地域おこし支援員の活動人数 人
目標値 12 12 5 4 4 4
実績値 7 5 4 2
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

・地域づくりを担う地域自治組織が設立された。
・地域自治組織が地域おこし支援員の受け皿となり、これまでの受け身の体制から、「地区での取
り組みを行うために地域おこし支援員と活動がしたい」といった主体性が生まれてきた。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　都市地域から過疎地域等に移住し、地域資源の発掘などの活動を行う「地域おこし支援員」を配置する。
　「よそ者」・「若者」の視点による活動を通じ、地域力の維持・強化を図るとともに、支援員の定住促進を図
る。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
【地域おこし支援員の採用】
　令和2年度　 0名　（令和元年度　1名　令和2年3月1日着任）
【地域おこし支援員年間合計活動者数】
　令和2年度　2名（令和元年度　3名）
【ミッション型地域おこし支援員】
・ミッション型地域おこし支援員の採用について企画・検討を行い、令和３年度の採用に向けて準備を行った。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 27,349 14,069 30,311 8,960
その他 千円 0 0

23,624 23,624
事業費計 千円 27,349 14,069 30,311 8,960 23,624 23,624

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

中山間地域における急速な人口減少の加速化や高齢化の進展に伴い、小規模で高齢者の多い集落に
おいては生活扶助機能等が低下し、住民生活に深刻かつ、多大な影響が懸念されたため、平成22年
度から国の「地域おこし協力隊事業」を活用して事業を開始した。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2003
事務事業

名
生き活き集落づくり事業

所属
課

総務部地域振興対策室

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

現行のフリーミッション型地域おこし支援員で募集を行っても応
募がほぼ無い状況であることから、全国的に多く取り入れられ
ているミッション型地域おこし支援員の募集を行う。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

・よそ者視点での地域資源の発掘や地域の魅力の再発見のためにこれまで25名が活動してきた。
・コロナ禍で大幅に活動を制限される中、6次化商品の開発や交流人口の拡大、霊山景観整備などを行っ
てきた。

課　　題

・募集を行っても応募がない状況であるため、募集方法や支援員の配置方法について、検討が必要。
・全国的に「地域おこし協力隊」が浸透してきていることから、他の自治体と差別化を図るため、現行のフ
リーミッション型のほか、「伊達市ならでは」の課題を設定し、その課題の解決に向けて取り組むミッション
型の検討も進める必要がある。

対　　策
・地域おこし支援員制度の見直しを行い、地域おこし支援員の活用の仕方や国が推進している考え方を整
理する。
・ミッション型地域おこし支援員の募集について進める



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 地域のきずな支援事業 担当課 総務部地域振興対策室

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2384
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域振興対策係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成26年度 ～ 令和02年度

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 全部委託

一般会計 2 1 12 地域振興諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

被災者の見守りやケア、地域おこし活動の支援等の「復興に
伴う地域協力活動」を通じ、地域コミュニティを再構築す
る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

復興支援員を中心に、地域復興のための総合的な企画立案や農業の再生に向け、自主的かつ主体的な
活動に取り組むこと。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

東日本大震災に伴う原発
事故により被害のあった
地域

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

復興支援員が配置された地域数 地域
目標値 3 3 3 2 - -
実績値 3 3 3 2

復興復興支援員採用人数 人
目標値 3 3 3 2 - -
実績値 3 3 4 2

実績値
目標値

伊達市復興計画

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

現在は2名の復興支援員を配置し、霊山町や月舘町全体の地域振興など、それぞれの地域課題の解
決に向けた事業を実施している。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

震災に伴う原発事故で被害のあった地域の復興・再生のためには、地域コミュニティなどの地域課題の解消に向
けた人材面での支援が必要であり、伊達市復興支援員を配置する。
○目的；被災者の見守りやケア、地域おこし活動の支援等の「復興に伴う地域協力活動」を通じ、コミュニティ
再構築を図る。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
【霊山地域　復興支援員】：福島大学に業務委託
 地域振興と復興支援のための活動。
【月舘地域　復興支援員】：つきだて振興公社に業務委託
　地域振興と復興支援のための活動。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

地方債 千円 0 0 0 0
0 0

一般財源 千円 15,733 15,219 14,349 12,215
その他 千円 0 0

0 0
事業費計 千円 15,733 15,219 14,349 12,215 0 0

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成23年の東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故による甚大な被害により、失われ
つつあったコミュニティの持続、地域振興を図る必要があったため、国の「復興支援員制度」を活
用して、平成26年度から開始した。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2384
事務事業

名
地域のきずな支援事業

所属
課

総務部地域振興対策室

総合評価 廃止
今後の事業全体
の方向性やその

内容

・伊達市復興計画での事業実施期間が令和２年度で終了とな
り、計画の延長もないことから廃止とする。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

・廃校活用・地域づくりの先進事例調査の実施、遊休農地を活用した景観整備の支援や新たな農業振興
の取組支援など震災の復興から地域活性化の支援に取組んだ。
・震災から10年が経過し、事業当初の目的はほぼ達成した。

課　　題
・伊達市復興計画での事業実施期間が令和２年度で終了する。
・交付税による財政支援は令和２年度までとなっている。

対　　策 ・事業終了に向けて関係機関と協議。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

2,820 2,820
事業費計 千円 2,816 2,820 2,778 2,717 2,820 2,820

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成18年伊達市誕生により、行政推進員が設置された。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画

一般財源 千円 2,816 2,820 2,778 2,717
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

市と市民・行政区を行政推進員が結ぶ。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

行政推進員設置事業
　行政推進員会議開催
　行政推進員報酬交付
　行政推進員の任務とその活動

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
行政推進員設置事業
　行政推進員会議開催
　行政推進員報酬交付

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

行政推進員の人数 人
目標値 39 39 38 38 38 38
実績値 39 38 38 38

市と行政区との連携・市政に対する理解・市政の円滑な運営
を行う。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政区活動のにより市民協働のまちづくりを推進する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

行政区

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 その他

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 月舘地域行政区活動交付金事業 担当課 総務部月舘総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1015
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容
地域自治組織と一体となって地域活性化を目指す。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
それぞれの地区に活動交付金を助成していることによって、地区の運営に寄与している。

課　　題
月舘地域の山間部は特に少子高齢化が進んでおり、人口が減少している。現在は、ほとんどの地区で役
員交代は1年ごとに行われているが、山間部の行政区運営（役員、地域行事など）が厳しくなるものと思わ
れる。

対　　策
人口流出の歯止対策。
①市全体での対策
②地区住民での対策（暮らしやすさ、住環境改善その他）

事務事業
ID

1015
事務事業

名
月舘地域行政区活動交付金事業

所属
課

総務部月舘総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

2,684 2,684
事業費計 千円 2,682 2,668 2,666 2,426 2,684 2,684

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成18年伊達市誕生により、行政推進員が設置された。

根拠法令・要綱等 伊達市行政区活動交付金交付要綱 関連する個別計画

一般財源 千円 2,682 2,668 2,666 2,426
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

市と市民・行政区を行政推進員が繋ぐ役割を担っている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

平成19年度に行政区に関する助成制度を統合し行政区活動交付金を制定し、行政区による地域づくり活動を援助
している。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
市からの伝達および連絡事項の周知徹底
文書等の配布及び簡易な調査、報告
行政区内住民の福祉向上

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

行政推進員の人数
目標値 39 38 38 38 38 38
実績値 39 38 38 38

地域の課題に取り組み、課題解決に当たり。行政区内住民が
住みやすい環境づくりを目指す。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政区活動による市民協働のまちづくりを推進する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

行政区

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

13 行政推進員費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 行政区運営事業（月舘総合支所） 担当課 総務部月舘総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2431
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容
現状維持

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
地域と行政の連携、姿勢に対する理解、市政の円滑な運営の一役を担っている。

課　　題 人口減少が進んでいる。特に山間部については減少が激しく、高齢化率も高い。

対　　策 年々人口が減少しているが、行政区を維持していける対策や行政区の統合も必要。

事務事業
ID

2431
事務事業

名
行政区運営事業（月舘総合支所）

所属
課

総務部月舘総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

11,721 11,721
事業費計 千円 12,048 11,883 11,871 11,733 11,721 11,721

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

旧梁川町において、協働のまちづくりを担いうる自治・コミュニティ組織のあり方と、その強化・
活性化を図るためＨ１５から始まった。
H25から他町と同じく、行政推進員に委嘱をし報酬を直接支払うこととなった。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画

一般財源 千円 12,048 11,883 11,871 11,733
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0

0 0

01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

　少子・高齢化により町内会の役員の担い手が不足し町内会の合併も行われている。
　３年４月１日に１町内会が合併した。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

町内会の組織強化とコミュニティづくりを図るとともに、行政情報連絡、生活環境、健康づくり、地域の環境整
備・保全、地域の安全・防災に関することなど、町内会が市と協働して行う活動事業に対して財政的支援を行
う。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
　梁川地域づくり支援事業（町内会活動交付金）の交付　122町内会

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

アウトカム指標 町内会の数 団体
目標値 124 122 122 122 122 122
実績値 124 122 122 122

市民協働のまちづくり

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

市民や町内会が地域の課題解決のために自らまちづくりに参加する

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 梁川地域行政区活動交付金事業 担当課 総務部梁川総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1000
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの
理念のもと、地域の実情に応じて、住民の自主的な地域づくり
を推進するため、事業の継続が必要である。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

地域づくり支援事業費補助金を交付することにより、各町内会において地域コミュニティの活性化を図ると
ともに、行政情報連絡、生活環境、健康づくり、地域の環境整備・保全、地域の安全・防災に関することな
ど、活動・事業を実施している。

課　　題
町内会の運営は、人口減少、少子・高齢化により役員の選出が困難な町内会が増えている。また、町内会
同士の合併をせざる得ない町内会があるなど、地域コミュニティの在り方について検討を要する。

対　　策
持続可能な町内会の在り方について、総会資料等を精査し運営実態を把握しながら、市民が生活する上
で最も身近な町内会について検討を行う必要がある。

事務事業
ID

1000
事務事業

名
梁川地域行政区活動交付金事業

所属
課

総務部梁川総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 自治組織運営事業（梁川総合支所） 担当課 総務部梁川総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

981
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 13 町内会活動支援費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

地域活動を自主的に行う

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

自治組織が地区間の情報交換及び連絡調整・研修等を行い、地域づくり活動・事業等の推進を図る

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

自治組織

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

地域自治組織 団体
目標値 8 8 8 8 8 8
実績値 7 7 7 7
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

8地区中7地区で地域自治組織が結成されている。旧梁川町（統合前の梁川小学校区）については、
庁内会長連絡協議会を結成し旧梁川地域の課題を協議・共有を図っており、自治組織連絡会におい
ては8地区の代表による会議を定期的に開催し、地区の課題を共有し、その解決を図っている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

8地区自治会長及び各地区会員32名で自治組織連絡会を組織し、地区間の情報交換及び連絡調整、会員の研修を行
い地域づくり活動、事業等の推進を図る。また、122町内会長による全体会議を開催し、地域活動を推進する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・総会
・役員会（3回）
・町内会長会議（新型コロナウィルス感染拡大のため1回の開催）

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

地方債 千円 0 0 0 0
0 0

一般財源 千円 151 141 0 139
その他 千円 0 0

118 118
事業費計 千円 151 141 0 139 118 118

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

旧梁川町で平成2年に発足し、合併後現在まで継続されている。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

981
事務事業

名
自治組織運営事業（梁川総合支所）

所属
課

総務部梁川総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

地域の実情に応じて、住民の自主的な地域づくりを協働により
推進するため、地域自治組織に足を運び状況を把握するととも
に、職員のスキルアップ及び支援体制の充実を図る。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

伊達市地域自治組織に関する要綱に基づき、平成２７年度から７地域自治組織が活動を展開している。旧
梁川町については、協議会はあるものの地域自治組織の結成には至っていない。
　また、新型コロナウィルス感染拡大の影響により、事業の執行が困難な状況にあり、感染拡大防止に留
意しながら、広報紙の発行による情報の共有等の活動になった。

課　　題
新型コロナウィルス感染拡大により、事業を中止せざる得ない状況にあり、地域のコミュニケーションが不
足している。

対　　策
新型コロナウィルス感染防止対策を徹底しながら、電話やメール等の媒体を活用することにより、地域自
治組織との意思の疎通を図り、地域と行政が展望と課題を共有し市民との協働につなげる。また、対応す
る職員のスキルアップと体制の充実を図る必要がある。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

8,889 8,889
事業費計 千円 10,186 10,038 10,031 8,892 8,889 8,889

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

旧梁川町は委嘱という形態はとっていなかったが、合併を機に平成25年度から委嘱している。

根拠法令・要綱等 伊達市行政推進員設置規則 関連する個別計画

一般財源 千円 10,186 10,038 10,031 8,892
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0

0 0

01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

122行政区124名の行政推進員を委嘱している。
1年交代の行政区も多く継続性に問題がある。
少子・高齢化により役員の成手不足が生じており行政区の運営が困難になってきている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

行政推進員報酬
基本額　@50,000円×124行政推進員
世帯割　@700円×5,474世帯

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
　コロナ感染予防対のため、通常年度初めに行われていた行政推進員会議を中止し、郵送により行政推進員の委
嘱状を交付した。
　通常会議で使用する資料を委嘱状送付の際に同封し周知を図った。
・市民への速やかな広報。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

アウトカム指標 行政推進員の人数 人
目標値 126 124 124 124 124 124
実績値 126 124 124 124

市政の円滑な運営及び住民福祉の増進

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政推進員、町内会が地域の課題解決のために自らまちづくりに参加する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

行政推進員

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

13 行政推進員費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 行政区運営事業（梁川総合支所） 担当課 総務部梁川総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2428
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

市政の円滑な運営及び住民福祉の増進のため、継続して事業
を行う。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

　広報紙の配布などの行政からの連絡に対する経費でもある。郵送する場合の経費と比較すれば、行政
推進員による配布が効率的である。

課　　題

　中山間地域では人口（世帯数）の減少により、統合せざる得ない町内会があり、１団体が３年４月１日で
合併した。
　今年度から配布回数が月２回から１回に変更となった。このことにより１世帯当たりの配布物の量・重さ
がこれまで以上に多くなり、改善の相談もある。

対　　策

　行政推進員の活動範囲は町内会単位であることから、地域の要望や実情を把握しながら、組織形態や
活動内容を検討していく必要がある。
　掲載内容の精査、ＨＰ、ＳＮＳ等を活用し、多岐にわたる媒体を活用し情報発信を行う。

事務事業
ID

2428
事務事業

名
行政区運営事業（梁川総合支所）

所属
課

総務部梁川総合支所



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

241 241
事業費計 千円 272 239 230 223 241 241

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成28年度に合併10周年を記念して制定された市民憲章を啓発するために、平成29年度より事業を
開始した。

根拠法令・要綱等 - 関連する個別計画

一般財源 千円 272 239 230 223
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

-

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

市民憲章を目にする機会、声に出す機会、考える機会が限定されており（学校や交流館等に掲示さ
れているのみ）、市民意識や郷土愛の心を育むことに貢献していない。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

市民の主体的なまちづくり活動を創出させるための行動指針となる市民憲章を、広く市民に啓発する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
作文コンクール実施（審査、表彰式、作品集）
　応募人数　小学生383人（48％）、中学生148人（11％）
広報活動（市政だより、ホームページ）
市民憲章掲載の媒体（ポケット統計、伊達市封筒（角２版）、名刺裏面）

アウトプット指標 市民憲章の広報媒体 件

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値 1 2 3 3
目標値 1 2

5
実績値 4 4 3 2

3 4 4 4

アウトプット指標
市民憲章作文コンクールの広報
媒体

件
目標値 4 4 5 5 5

04年度

アウトプット指標
市民憲章作文コンクール参加者
割合

％
目標値 30 30 30 30 30 30
実績値 24 16 20 25

市民意識や郷土愛の心を育む

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

市民憲章の精神をより身近なものとして理解を深める

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民（児童、生徒）

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

18 総務諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 行政経営係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成29年度 ～ 平成32年度

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 市民憲章推進事業 担当課 総務部総務課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2520
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

市民憲章作文コンクールを継続して実施する。（対象：小学５・６
年生、中学生）
市民憲章の精神を普及させるため、市民全体での取組も必要
である。令和4年度からの取り組みの方向性を検討する必要が
ある。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
前年度に比べ、小学生の参加者数を大幅に増やすことができた。小学生は昨年に比べて163名増。

課　　題

例年、夏休みの課題として取り組むテーマであったが新型コロナウイルス感染症の影響により夏休み期間
が短かった。また、夏休み期間の課題が多数あることから、基本的には自由参加となっている。
学校によっては全校生が参加する学校もあるが、学校の事情により参加者がない学校もある。
令和3年度で5年目となり市民憲章一巡となる。次年度以降の方向性を決定する必要がある。

対　　策
夏休み期間に限らず期限を延長し募集を行う。
例年、校長会で参加を依頼しているが、参加者がない学校に対し、取り組みを依頼する。
学校及び参加者の取り組み意欲を高めるため、各賞の充実を図る。

事務事業
ID

2520
事務事業

名
市民憲章推進事業

所属
課

総務部総務課



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 行政区運営事業（霊山総合支所） 担当課 総務部霊山総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2430
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 Ｈ30 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 13 行政推進員費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

市政の円滑な運営及び住民福祉の増進のために、地域の課題
に主体的に取り組み、自らまちづくりを行う。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

行政からの伝達及び連絡事項の周知、また、市民から行政への意見要望の吸い上げなど、行政区の中
心となって行政区活動を行う。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

７７行政区

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 行政推進員の人数 行政区
目標値 73 73 73 77 77 77
実績値 73 73 73 77
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

かつては地域のリーダーという側面があったが、現在は多くの行政区で輪番制となっている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

行政推進員は、市広報紙及び行政文書の配付、地域の衛生及び環境保全への協力、災害情報の連絡、災害復旧の
協力、社会福祉の推進及び協力の依頼などを行う。その任務に対し、年に２回報酬を支払う。
行政推進員報酬　基本額：１行政区あたり50,000円　戸数割：１戸あたり500円

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
コロナウイルスを懸念し、郵送にて77名の行政推進員に委嘱状を交付。
3密回避のため活動の自粛を余儀なくされた行政区が多かった。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 5,403 5,405 5,363 5,054
その他 千円 0 0

5,137 5,137
事業費計 千円 5,403 5,405 5,363 5,054 5,137 5,137

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働により自立した魅力あるまちづくりを推
進する。

根拠法令・要綱等 伊達市行政推進員設置規則 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2430
事務事業

名
行政区運営事業（霊山総合支所）

所属
課

総務部霊山総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

　行政推進員は、市広報紙及び行政文書の配付、地域の衛生
及び環境保全への協力、災害情報の連絡、災害復旧の協力、
社会福祉の推進及び協力の依頼などを行っており、今後とも継
続していく事業。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

市広報紙及び行政文書の配付、地域の衛生及び環境保全への協力、災害情報の連絡、災害復旧の協
力、社会福祉の推進及び協力の依頼、市民から行政への意見要望の吸い上げなどを行っている。

課　　題

地域の人口減少及び高齢化による影響が懸念される。霊山地域は山間部が多く、人口が少ないが面積は
大きい行政区もある。そのため、行政文書の配達等で行政推進員の負担は少なくない。輪番制で行政推
進員を交代している行政区も多いが、高齢化が進んでいくなかで推進員として活動できる住民が減少して
いくことが予想される。

対　　策 活動規模の縮小や行政区の統合等の対応策をできる限り地域の要望や実情に沿った形で検討していく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 霊山地域行政区活動交付金事業 担当課 総務部霊山総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

1011
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域総務係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 H30 ～

基本事業 2 地域自治の推進 　市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

計画的に地域自治、振興に関する取り組みを各行政区が行っ
ている。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

市民、自治組織、町内会、ＮＰＯ、ボランティア団体が、様々な市民活動に自主的に関わり、協働に
より自立した魅力あるまちづくりを行う。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

「自分たちのまちは自分たちでつくる」という協働のまちづくりの理念のもと、地域の実情に応じ
て、住民の自主的な地域づくりを推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

７７行政区

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 霊山管内行政区数 行政区
目標値 73 73 73 77 77 77
実績値 73 73 73 77
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

行政区（７７行政区）ごとに活動している。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

行政区ごとの活動を支援するため活動交付金算出基準（基本割、戸数割）に基づき交付し、地域機能の維持、活
性化に役立てる。基本割：30,000円　戸数割：1,500円　対象事業は、①地域コミュニティ活動②地域美化運動③
青少年健全育成・敬老活動④保健体育活動⑤文化活動⑥安心安全活動

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
行政区毎に活動している。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 5,945 5,909 5,846 5,904
その他 千円 0 0

6,135 6,135
事業費計 千円 5,945 5,909 5,846 5,904 6,135 6,135

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働により自立した魅力あるまちづくりを推
進する。

根拠法令・要綱等 伊達市行政区活動交付金交付要綱 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

1011
事務事業

名
霊山地域行政区活動交付金事業

所属
課

総務部霊山総合支所

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

 行政区ごとの活動を支援するため活動交付金の交付を行って
おり、今後とも継続していく事業。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

行政区活動交付金の交付により、多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働のまちづくり
へ参加した。

課　　題
今後地域内の人口減少が進むことにより、行政区の運営や活動について、これまでのような維持継続が
困難になってくることが考えられる。

対　　策 活動規模の縮小や行政区の統合等の対応策を地域の実情に合わせた形で検討していく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 健幸都市推進事業 担当課 健康福祉部健幸都市づくり課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2201
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 健幸都市推進係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 9 健幸都市推進事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

安心して子育てができ、安心して歳がとれるまちづくりを目
指し、個々人が健康かつ生きがいを持ち、安心安全で豊かな
生活を営むことができる

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

①市民、地域コミュニティなどと協働し施策に取組み、連携を図りながら「健幸づくり」を推進して
いく。②あらゆる施策・事業において、健幸都市推進の視点のもと総合政策として全庁的な取組みを
推進していく。③モデル地区からの成果を活かした全市展開を協働して進めていく。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトプット指標
健幸ポイント事業参加者平均歩
数

歩
目標値 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000
実績値 5,839 7,435 7,028 6,213

活動指標
健幸都市推進事業に係る会議開
催件数

回
目標値 8 8 8 8 8 8
実績値 11 8 10 11

5,000 5,000 5,000 5,000
実績値 4,642 14,120 3,552 1,100
目標値 5,000 5,000

健幸都市基本計画

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

「健幸ポイント事業」では、参加前と比較し、歩数の増加等の活動量の増加に繋がっている。ま
た、歩きたくなるまちづくり「だてマルシェ」事業では、地区の拡大と参加者の増加、さらに市
民・関係団体が主体となり地域の活性につながっている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

①健幸ポイント事業の取り組み
②健幸都市の全市展開に向けた取り組み
③健幸都市モデル地区（白根地区・掛田地区）での取り組み

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
①福島県が実施する「ふくしま健民パスポート事業」と連携した「だてな健幸ポイント事業」では、約1,500名の
参加を得ており、健康づくりの継続に向けた支援を実施した。
②歩きたくなるまちづくりを目指し、健幸都市モデル地区での取組成果や各地域の資源、地域特性を活かした全
市展開を推進している。健幸都市の普及啓発としてだてマルシェ事業（梁川地域）に対する補助金支援を行う予
定であったが、新型コロナウイルスの影響で中止となったため、翌年度に繰り越すこととした。
③モデル地区（白根地区・掛田地区）への主体的な活動を支援した。特に白根地区では、旧白根小学校を活用し
た「（仮称）ウェルネスサロン白根」の改修に向け地域と意見交換を行い、実施設計に反映した。

活動指標
歩きたくなるまちづくり関連事
業参加者数

人

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 2,208
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 31,899 45,229 28,797 20,861
その他 千円 0 0

15,347 15,347
事業費計 千円 31,899 45,229 28,797 23,069 15,347 15,347

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

Ｈ23健幸都市宣言をし、市の条例を制定、基本構想、基本計画を策定、モデル地区（白根地区、掛田地区）を設定し、少子高齢社会、人口減少社
会において、市民誰もが健康で安心して住み続けられる健幸なまちづくり「健幸都市」の実現を目指した取組みを実施。総合特区認定を受け、全
国11自治体で連携し、まちづくりの再構築と健幸クラウド等を実施。健幸ポイント事業については、平成26年度から平成28年度までの実証実験の
取組を活かし、平成29年度に日本郵便と連携協定を締結し、リスタートした。

根拠法令・要綱等 伊達市健幸都市基本条例 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2201
事務事業

名
健幸都市推進事業

所属
課

健康福祉部健幸都市づくり課

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

　健幸都市基本条例に基づき、今後も「健康」を基軸にした歩き
たくなる（ソフトとハードも含めた）まちづくりを推進し「健幸」への
意識の醸成を図る。
　令和３年度は、モデル地区である「白根地区」において「（仮
称）ウェルネスサロン白根」の改修を実施する。
　また、福島県が実施する「ふくしま健民パスポート事業」と連携
し、だてな健幸ポイント事業の充実を図っていく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

平成30年度：中間の振返りにて実施した内容で評価
・健幸クラウドを活用した評価：住民の健幸度及びまちづくりを総合的に評価（平成35年度・再評価）
・基本方針に基づく基本施策の取組状況把握：各関連部署より状況確認
・健幸都市モデル地区の評価：取り組み状況の確認

課　　題

・健康無関心層の動機づけと獲得
・関連部署・機関との連携
・歩きたくなるまちづくり、街に人が集まる仕掛け

対　　策

・「健幸都市」は、健康づくりとインフラ整備などの健幸なまちづくりであり、総合政策であるため、他部署と
の連携が必要である。
・健幸都市の理念の啓発・普及の継続「健康づくり」「暮らしづくり」「ひとづくり」のこれまでの取り組みの継
続
・市民の健康意識の醸成、「自分の体は自分で守る」主体的な健康づくりの仕組みの構築の必要性
・ハードを活かしたソフト事業の展開
・関連部署・機関との連携、役割分担の明確化



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 地域づくり支援事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2524
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 協働推進係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成28年度 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 補助

一般会計 2 1 17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

多世代等の交流により、地域の活性化を図る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進するため、市内各地域の特性や魅力にふれられるイベント等を実施又は支援する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民、来場者等

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトプット指標 イベント来場者数（1日当たり） 人
目標値 50,000 50,000 60,000 5,000 5,000 5,000
実績値 40,000 52,000 50,000 0
目標値
実績値

実績値
目標値

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

市内外から多くの参加者が来場しており、地域や世代間等の交流が図られている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

市全体としての地域活性化や地域づくりを目的としたイベント等の開催により、市民の融和と一体感を深め、更
なる飛躍を目指すべく市内外にアピールしていく。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
令和元年度まで開催された「だてな太鼓まつり」に代わる新イベント「だてなフェス」の開催へ向け、実行委員
会と連携して準備を進めていたが、新型コロナウイルスの影響により、令和２年度は開催中止となった。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 681 660 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 6,200 6,118 6,123 20
その他 千円 0 0

2,900 3,560
事業費計 千円 6,200 6,799 6,783 20 2,900 3,560

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

合併５周年記念事業と平成23年３月の東日本大震災の復興を願い平成23年度から「だてな復魂祭」
としてイベントを開催した。
　

根拠法令・要綱等 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2524
事務事業

名
地域づくり支援事業

所属
課

市民生活部市民協働課

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

令和３年度以降のイベント開催に向けて、事業の実施体制や役
割分担等を明確化した上で、実行委員会への支援を行う。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）
新型コロナウイルスの影響により、当初予定していた「だてなフェス」を開催することができなかった。

課　　題
・実行委員会と行政の役割等を明確化し、より地域主体の活動を支援できる体制づくりが必要である。
・新型コロナウイルスの影響により、従来のだてな太鼓まつりのような大人数のイベントが開催できないた
め、新しいイベントのあり方を検討する必要がある。

対　　策
・事業の実施体制や役割分担等を明確化する。
・実行委員会と連携し、「新型コロナウイルス感染症にかかる市主催イベント等の開催に関する指針」等の
感染症対策を踏まえたイベントを検討する。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 移住・定住促進事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2584
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域づくり係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成30年度 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

　実施形態 一部委託

一般会計 2 1 8 企画諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

交流・移住・定住人口の増加による地域活性化を図る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

先輩移住者、地域おこし支援員、移住支援団体を中心とした移住者を受け入れるコミュニティが形成
され、移住者が活躍できるまちとなっている。
移住相談窓口の設置や伊達市を知ってもらうための移住体験ツアー等を開催する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

首都圏等在住者

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標 移住者数 人
目標値 5 5 5 5 5 5
実績値 1 1 8 12

活動指標 移住相談件数 回
目標値 － 200 200 200 200 200
実績値 － 244 332 656

実績値
目標値

伊達な地域創生戦略

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

先輩移住者であり地域おこし支援員OBでもある移住コンシェルジェが移住希望者に寄り添った相談
を行い、個別対応を行っている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

首都圏等在住で地方移住に興味・関心を持っている方を主なターゲットとした移住定住促進事業

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・通年を通じた相談対応、SNS等による情報発信、PR用YouTube動画の作成、先輩移住者のコラム掲載などを実施
・「伊達市を知る⇒伊達市を体験する⇒伊達市に住む⇒そして定住」までの過程を移住コンシュルジュが伴走
・コロナ禍に対応したオンラインセミナー等の開催６回（参加者数20名）

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

4,250 1,613 2,100 2,100
都道府県支出金 千円 800 1,500
国庫支出金 千円 6,286

6,050 6,050
地方債 千円 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 6,614 8,923 4,455
その他 千円

18,297 18,297
事業費計 千円 12,900 13,973 7,568 26,447 26,447

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

人口減少・高齢化社会に対応した地域づくりを行うため、首都圏から移住者を呼び込むことで地域
活性化を図る。

根拠法令・要綱等
移住・就業支援事業補助金交付要綱
「来て　だて」住宅取得支援事業補助
金交付要綱等

関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2584
事務事業

名
移住・定住促進事業

所属
課

市民生活部市民協働課

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

オンラインイベントを継続するとともに、ＰＲ事業を重点的に進
めていく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

・「伊達市を知る⇒伊達市を体験する⇒伊達市に住む⇒そして定住」までの過程を移住コンシュルジュが
伴走し、移住検討者等に寄り添った相談対応を行った。
・新型コロナウイルス感染拡大により、対面に代わるオンラインイベントの企画運営を行った。

課　　題 ・新型コロナウイルス感染拡大によりオンライイベントを実施したが、家族世帯向けの参加集客が難しかっ
た。

対　　策 ・伊達市を知ってもらう取組を重点的に進めるため、ＰＲをメーンに進めていく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

令和02年度

事務事業名 空き家対策事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2386
事務事業マネジメントシート

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 地域づくり係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成28年度 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1 8 企画諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

・空き家が適正に管理され、周辺の生活環境等に悪影響を及
ぼしていない。
・利用可能な空き家を移住・定住事業に活用する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

・建物の所有者が空き家問題を認識できるよう、市から市民に対して空き家問題や対策に関する情報
提供をしている。
・空き家はストックであるという意識を市民に理解してもらい、空き家バンク等の周知により有効活
用を促進する。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

空き家

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度 04年度

アウトカム指標
空き家バンク物件の売買・賃貸
契約成立件数（累計）

件
目標値 10 10 10 20 25 30
実績値 0 9 16 21

アウトカム指標
空き家改修等支援補助金交付件
数

件
目標値 5 5 5 5 5 5
実績値 0 0 1 1

50 50 50 50
実績値 21 35 39 47
目標値 50 50

伊達市空家等対策計画

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

二地域居住、UIJターンの需要の増加、まちなか居住など空き家に対する新たな需要も生まれてい
る。市内外からの移住や住み替えについての相談や、近隣の危険家屋に対する相談が来るように
なってきた。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

　関係機関と連携し、空家対策計画に基づく事業を推進する。また、移住等による空家の利活用を促進する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・空家バンク運用（物件登録、利用者案内）
・空き家に関する苦情対応
・特定空家ガイドライン（素案）の検討
・相続人不在の危険な空き家の対応として財産管理人制度の活用

アウトプット指標
空き家バンク登録物件数（累
計）

件

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度 01年度 02年度 03年度

0 0 580 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 千円 2,964 435 512 513
その他 千円 0 0

921 500
事業費計 千円 2,964 435 512 513 1,501 500

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

本来、利用可能なものが利用されずに朽ち果てていく一方、新築物件が建てられることで、資源が
浪費されている。また、老朽化していなくても空き家が増加することで地域の活力低下や行政運営
の効率性の低下などの問題を引き起こしている。

根拠法令・要綱等 空家等対策特措法 関連する個別計画



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

事務事業
ID

2386
事務事業

名
空き家対策事業

所属
課

市民生活部市民協働課

総合評価 維持
今後の事業全体
の方向性やその

内容

現在、空き家の増加が社会問題となっているため、空き家バン
クによる利活用を図っていく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

・空き家バンクの利用が多く、成約に結びつき、空き家の利活用につながった。
・財産管理人制度を活用し、相続人不在の危険な空き家の対応を行った。

課　　題 ・空き家バンクへの登録物件が少ない状況にある。

対　　策 ・空き家バンク制度の周知等を行い、空き家バンクの登録物件を増やしていく。



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

11,018 10,536
事業費計 千円 7,648 7,589 9,764 7,593 11,693 11,211

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

・国際公用語でもある標準英語でコミュニケーションを図ることの出来る人材が求められている
が、子どもなどが英語に親しむ機会は英会話教室など有料なものに限られていた。このことから、
本市では日常的に英語に触れる機会を創出するため本事業を平成28年度より開始した。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画

一般財源 千円 7,188 7,100 9,077 7,088
その他 千円 460 489
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

687 505 675 675

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

平成２９年２月から国際交流員を採用し、活動を開始した。現在は平成３０年９月採用１名で活動
を行っている。
子どもたちの集まる施設での英語体験事業や、市民を対象に英語講座を開催し、英語に接する場を
提供している。また、英語版市政だよりやＳＮＳ等を利用して市の魅力や生活情報を発信し、外国
人に対する情報提供を行っている。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

（１）外国人と遊びを通じた英語体験事業
（２）国際交流員の配置

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
子どもたちが集まる施設等での英語体験事業及び国際交流推進事業を実施
① 子どもを対象とした外国人との遊びを通じた英語体験
② 地域住民向け英語講座
③ 外国人への市の魅力、生活情報の発信
④ 国際交流関係事務の補助業務(インバウンド対応、イベント通訳、外国語刊行物編集)

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値

12
実績値 11 10 10 11

英語体験事業実施施設数 施設
目標値 11 11 11 10 11

04年度

採用する外国人数 名
目標値 2 2 2 2 2 2
実績値 2 2 2 2

「英語」に対する抵抗感の解消、外国文化への興味関心を高
める。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

・日本語にも精通した英語圏の外国人が直接市民と接する機会を設けること。
・市民が英語や外国文化に興味を持ってもらうようになるための仕組みをつくること。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

英語に触れる機会が少な
かった市民

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

8 企画諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 協働推進係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成28年度 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 直営

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 英語が溶け込むまちづくり事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2493
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

ＳＮＳ等による情報発信に加え、現在の子どもを対象とした英語
体験、市民向け英語講座の継続・拡大や外国人との交流の場
の創出を検討し、引き続き英語が溶け込むまちづくりを推進し
ていく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

・月舘学園や幼稚園、認定こども園、屋内こども遊び場での英語体験事業、外国人向けツアーの開催、市
民向け英語講座の開催など、英語が市民に溶け込むために様々な事業をして、英語に触れる機会を創出
してきた。
・市のHPや国際交流員専用Ｆａｃｅｂｏｏｋの運用、英語版市政だよりの発行を通じて、市内外の外国人へ伊
達市の魅力、生活情報の発信を行っている。

課　　題

・市内の外国人住民への情報提供のため、多言語での情報発信の強化が必要。特に、近年台風や地震
等の災害が頻発しているため、災害時の情報発信や、外国人が防災に関する知識を習得する場が必要と
なっている。
・現在の英語講座の参加者がシニア層に偏っているため、若年層の参加を促し、広い世代で英語に触れ
る機会を創出する必要がある。

対　　策
・ＳＮＳや英語版市政だよりを活用しながら、市内在住の外国人向け情報発信を強化する。
・国際交流協会と連携し、外国人向けの防災教室等、外国人住民が防災の知識を習得する場を設ける。
・学生向け英語講座を実施し、若年層が生の英語に触れる場を創出する。

事務事業
ID

2493
事務事業

名
英語が溶け込むまちづくり事業

所属
課

市民生活部市民協働課



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

2,047 2,373
事業費計 千円 3,209 2,275 2,903 928 2,049 4,375

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

姉妹都市・友好交流都市との都市間交流を推進する目的で事業を開始した。
国際交流については、平成22年４月、伊達市国際交流協会が発足し、旧保原町国際交流協会と旧月
舘町の事業を統合。旧月舘町が行ってきたアメリカ・リヴィア市との相互交流や異文化理解に関す
る事業等を実施することとなった。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画

一般財源 千円 2,208 2,275 2,903 928
その他 千円 1,001 0
地方債 千円 0 0 0 0 0 0

0 0 2 2,002

01年度 02年度 03年度

0 0 0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

　リヴィア市と毎年交互に中高生のホームステイを実施する相互派遣交流は、始まってから20年以
上が経過し、多くの青少年が参加してきた。平成29年時点でののべ参加者は、派遣が149名、受入
が154名であるが、令和２年度はリヴィア市側の体制が整わず、取組みが困難な状況のため、実施
できなかった。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

本市の姉妹・友好交流都市との相互交流を促進し、友好関係の増進を目的とする事業を実施する。
海外派遣事業や異文化理解講演会などの事業を行う伊達市国際交流協会へ補助金を交付する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・友好交流都市である滋賀県草津市と平成29年度から実施している「みらいKIDSにぎわい交流事業」について、
zoomを活用したオンラインでの交流会等を実施し、両市の過去参加者同士で交流を図った。
・市内４カ所の屋内こども遊び場にて、滋賀県草津市が発祥のクリスマスブーツギャラリーを開催。
・補助金交付団体である伊達市国際交流協会が「わたしの国際交流」をテーマに、フォトコンテストと写真展を
実施した。

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

アウトプット指標 交流の回数 回
目標値 6 6 6 2 2 6
実績値 6 6 5 2

姉妹都市・友好交流都市の市民との相互理解と親善・友好を
深め、それぞれの地域の発展のために寄与する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

国際化に対応できる人材を育成し、また異文化を理解し、多文化共生社会の構築を目指す。
行政レベルの交流から市民レベルの交流に広げ、事業の継続・発展を目指すとともに、市民間の交流
の活性化を図る。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

市民
姉妹都市・友好交流都市
伊達市国際交流協会

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

13 都市間交流事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 協働推進係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 その他

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 都市間交流事業 担当課 市民生活部市民協働課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2522
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

新型コロナウイルスの影響により、国内外の姉妹都市・友好交
流都市との交流が減少してしまったが、交流を絶やさぬよう、オ
ンライン等を活用して、今後も継続して交流を図る。
国際姉妹都市のリヴィア市との交流は今後の関係継続と相互
交流の実施等に向けて引き続き検討を進めていく。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

・新型コロナウイルスの影響により、国内国外ともに対面式の交流は実施できなかったが、滋賀県草津市
との「みらいＫＩＤＳにぎわい交流事業」でのオンライン交流会等の非対面式の交流を実施した。
・青少年海外派遣研修事業は、リヴィア市側の事情により平成30年度以降相互派遣を見送っている。

課　　題

・令和元年度までは直接協定都市へ出向き、対面式の交流を行ってきたが、新型コロナウイルスの影響に
より対面式の交流が難しくなったため、新たな交流の方法を検討する必要がある。
・国際交流については、リヴィア市のキーパーソンの存在と役割が重要であり、現在の状況から今後どの
ような事業展開をするかの検討が必要となっている。

対　　策
・協定都市と連携し、zoomを活用する等してオンラインでの交流を行う。
・国際交流については、相互派遣交流を実際に行う「伊達市国際交流協会」と連携し、早期の事業再開を
目指す。

事務事業
ID

2522
事務事業

名
都市間交流事業

所属
課

市民生活部市民協働課



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

2,273 2,273
事業費計 千円 6,858 6,518 6,749 3,508 6,815 6,815

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

人口流出・少子高齢化が進む中山間部では「ふるさと」が危機に瀕しつつある。地元に若者が残ら
ず子どもたちも年齢の近い将来のモデルとなる大学生世代と接する機会もほとんどない。平成２５
年から活動を始めた地域おこし支援員が担当地区で取り組んでいた取り組みを市全体で実施できな
いか検討したことがきっかけで事業を開始した。

根拠法令・要綱等 関連する個別計画

一般財源 千円 3,858 2,173 2,251 1,170
その他 千円 0 0
地方債 千円 0 0 0 0

0 0

01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 3,000 4,345 4,498 2,338
国庫支出金 千円 0 0

4,542 4,542

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

・参加する大学生自らが主体的に子ども達と触れ合う企画を考え、運営するようになった。
・寺子屋教室に参加や協力いただいた皆さんから「次回はいつ行うのか」といった声が寄せられる
など愛着化が進んでいる。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

人口流出・少子高齢化が進む中山間部の小学校区を中心に、首都圏在住の大学生に、寺子屋教室の講師として来
てもらい、子どもたちの勉強を手伝ってもらうとともに、地元の方々との交流を行う。　この事業を通して、市
内のこども達の学ぶ機会を増やすことで勉強する意欲を高めてもらうとともに、首都圏の大学生には、伊達の魅
力などを知ってもらうことで、将来的な伊達市への移住意識を高めるきっかけづくりを推進する。

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
・オンラインによる子ども達等との交流
・動画製作
・オンライン座談会の開催（伊達市の特産品付き）
・オンラインでの活動報告会の開催
・ＳＮＳを活用した情報発信

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値

150
実績値 138 138 146 108

活動指標 参加大学生数（延べ人数） 人
目標値 150 150 150 150 150

04年度

活動指標 開催回数 回
目標値 10 10 10 10 10 10
実績値 9 11 14 12

寺子屋教室の講師（お兄ちゃんお姉ちゃん先生）として来て
もらい、市内のこども達の学ぶ機会を増やし勉強する意欲を
高め、大学生に対しては、将来的に伊達市への移住意識を高
めるきっかけづくりを推進する。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

・寺子屋教室の講師として活動できる首都圏在住の大学生を集めること。
・市内の各地区と連携しながら、寺子屋教室が実施できる受け皿体制を整備すること。
・田舎暮らしなどを体験してもらい、大学生に伊達の魅力を知ってもらう。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

・首都圏在住の大学生
・伊達市のこども達

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

12 地域振興諸費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 政策調整係

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 平成27年度 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 国県補助事業

　実施形態 全部委託

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 ふるさと交流プロジェクト事業 担当課 市長直轄総合政策課

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2459
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容

新しい生活様式も考慮しながら、市と継続的に関わる機会を創
出し、関係人口の増加及び移住の促進を図る。

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

・新型コロナウイルスの影響により、一度も伊達市へ来ることなく、オンラインでの活動のみだったため、参
加者数は少なくなった。
・今年度より新たに専門コース（カレッジ）を設定し、大学３，４年生が中心となり企画した座談会の開催等、
新たな取組みを行った。
・参加者１名が移住し、市内の認定こども園に就職した。

課　　題
・新型コロナウイルス感染拡大の影響により、首都圏の大学生がこちらにきて活動する等、直接交流する
ことが難しい。

対　　策 ・オンラインによる交流と感染症対策を行いながら現地での交流を組み合わせる等、工夫して交流を行う。

事務事業
ID

2459
事務事業

名
ふるさと交流プロジェクト事業

所属
課

市長直轄総合政策課



【PLAN（計画）】

【DO（実施）】

【現状把握】

57,000 58,000
事業費計 千円 56,078 56,932 57,044 52,269 57,000 58,000

事
業
費

財
源
内
訳

現
状
・
イ
ン
プ
ッ

ト

事務事業を開始し
た理由

平成８年８月８日、長期滞在型・都市と農村交流施設「つきだて花工房」オープンによりはじまっ
た。

根拠法令・要綱等
地方自治法第244条の2
伊達市つきだて花工房条例

関連する個別計画

一般財源 千円 50,578 51,258 50,879 52,269
その他 千円 5,500 5,674
地方債 千円 0 0 0 0

4,646 0

01年度 02年度 03年度

0 0
都道府県支出金 千円 0 0 0 0
国庫支出金 千円 0 0

事務事業の現状
(「対象」など事
業開始からの変
化）

震災により一時来場者が減少したものの、近年では震災前の利用者数に戻りつつあった。
しかし昨年からの新型コロナウィルスの影響により、再び震災直後並みに減少した。

活
動
・
ア
ウ
ト
プ
ッ

ト

事
業
概
要

花工房指定管理
 ・宿泊保養事業（利用者に対し、宿泊、休憩、入浴、ランチ、会議等の各種サービスを提供する。）
　・体験交流事業（農業体験、里山体験、田舎生活体験の提供。）
　・農産物直売、加工事業の普及及び支援

主
な
活
動

令和02年度実績（実施した主な活動）
花工房指定管理(保養事業・体験交流事業）
施設維持管理事業　(ロビーエアコン改修工事・男女浴室内手摺取付）

新型コロナウィルスの影響により利用客数が大幅に減少した。
　　　　　　　　Ｒ１　　　Ｒ２　　　減
　　入館者数　70,338人　43,927人　26,411人
うち宿泊客数　 3,194人　 1,696人　 1,498人

04年度
(実績) (実績) (実績) (実績) (予算) (計画)

 　年度
単位

29年度 30年度

実績値
目標値
実績値
目標値

04年度

花工房入館者数 人
目標値 71,500 72,000 72,500 73,000 73,500 74,000
実績値 72,714 72,883 70,338 43,927

田舎月舘の良さを実感し、月舘の自然・農業・田舎暮らしを
資源に交流を図り、地域活性化を図る。

初
期

②①にな
るために
必要な状
態

月舘の農業・自然・くらしの技を資源に、都市部等の住民を誘客し交流を図る。

指
　
標

区　分
指　標　名

（意図の達成度を表す指標）
単位 数値区分 29年度

目
指
す
べ
き
状
態
・
ア
ウ
ト
カ
ム

最
終

施策の目
的

多くの人々がさまざまな市民活動に主体的に関わり、協働によって自立した魅力あるまちづくりを推
進する

基本事業
の目的

多様な世代による地域間交流や国際交流を推進し、お互いの魅力や特性にふれながら、本市を見つめ
直し、新たな視点での地域活性化を推進します。

中
間

①対象
（誰、何
に対して
行うか）

伊達市民
都市住民

①意図
（どのように
なることを目
指すか）

30年度 01年度 02年度 03年度

17 地域づくり支援事業費
予算科目

会計 款 項 目 大事業

政
策
体
系

政　　策 1 ともに紡ぐ協働のまちづくり 担当係 総務企画担当

施　　策 1 地域の個性を活かしたまちづくりの推進

事
業
区
分

事業期間 ～

基本事業 3 多様な交流の推進 　市単独事業・国県補助事業 市単独事業

　実施形態 指定管理

一般会計 2 1

令和02年度

事務事業名 つきだて花工房拠点交流事業 担当課 総務部月舘総合支所

部　長 課　長 係　長 担当者
事務事業ID

2323
事務事業マネジメントシート



【CHECK /ACTION（振り返り評価・改革改善策）】

【評価結果】

総合評価 改善・見直し
今後の事業全体
の方向性やその

内容
大規模修繕、システム改修、客室増築

事業の評価
（目指すべき状態への

進捗度）

つきだて花工房は平成8年に営業を開始した。施設改修は行ってきているが、修繕箇所が多く修繕費が多
額で優先順位をつけて修繕を行ってきている。今後も修繕に多額の費用が必要である。

課　　題
花工房の利用者数は震災直後に著しい減少があったが、その後徐々に回復し近年では震災前の利用者
数に戻りつつあった。
しかし昨年からの新型コロナウィルスの影響により、再び震災直後並みに減少した。

対　　策

花工房の施設改善に努め、また、イベント・体験などを行い交流人口を増やし関係人口につなげる対策を
講じる。
また、小手小学校リノベーション計画と合わせて、相乗効果が期待できるような活用の方法を検討していき
たい。

事務事業
ID

2323
事務事業

名
つきだて花工房拠点交流事業

所属
課

総務部月舘総合支所


